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私たちは高齢化をネガティブに捉えることに慣れてしまっています。
しかし、公的資金の負担である、あるいは無駄であるという認識とは
逆に、高齢者の社会的・経済的な働きは非常に大きな意義を持っていま
す。

しかも、労働や支出、介護、ボランティア活動などに対して改善できる
障壁を取り除き、そして何より健康問題を改善することができれば、そ
の意義はさらに大きなものとなります。

健康への投資が大きい国ほど、働き、支出し、ボランティア活動を行う
人々が多いこと、そして、予防対策に投資すればその見返りがあること
が分かっています。疾病予防への支出をわずか0.1パーセントポイント
拡大するだけで、高齢消費者による支出を9％上昇させ、G20諸国のす
べてでボランティアの活動時間を平均10時間引き上げることができま
す。

本レポートでは、今日の日本における高齢者の経済的貢献を紹介し、今
後何年にもわたって長寿のメリットを活用するために何ができるかを検
討します。これはポストコロナの復興で大きな役割を果たすことになる
でしょう。

その実現に向けて、日本政府に対し、高齢者による有償・無償の貢献に
対するサポートを強化するとともに、保健関連予算に占める疾病予防推
進費用の割合を6％に引き上げる「高齢化社会ニューディール」の策定
を提唱します。

日本高齢社会のメリット

• 日本では、2017年にすでに労働者の5分の2超（労働者全体
の40％）が50歳以上でした。2035年にはこの割合が47％に
達すると予想されます。

• 2015年には、日本で消費された1000円のうち600円超が高
年齢層の世帯（世帯主が50歳以上の世帯）によるものでし
た。これはGDPの21％に当たる規模です。

• ボランティア活動や介護など、日本の高齢者による無償の
貢献はGDPの１％に及び、これは日本が教育に費やす金額
の3分の1近くに相当します。
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日本では高齢化が進行

• 日本の人口は減少しているだけでなく、2018年には50歳以上が全人
口の47％を占めました。2035年までにはその割合が54％に達する見
通しです。

50歳以上の人口が人口全体に占める割合の推定（2000～2035年）
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50~64歳の就業率(2018年)
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ますます多くの高齢者が働き、収入を得て、経済への貢献度を高めてい
ます。

• 2018年、日本では50歳から64歳までの年齢層の79％が就業してい
ました。

• 日本では、2017年にすでに労働者の5分の2超（労働者全体の40％）
が50歳以上でした。2035年にはこの割合が47％に達すると予想され
ます。

• 2018年、50歳以上の労働者が得た収入は1000円当たり400円近く
（39％）を占め、これはGDPの約26％に相当します。 

• 日本のように高齢者の雇用率が比較的高い国であっても、50歳以上
の雇用率をアイスランド並みに引き上げれば、GDPの4％上昇が見
込めます。  
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50～64歳の年齢層の就業率（2018年）

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

ギ
リ

シ
ャ

ル
ー

マ
ニ

ア
ト

ル
コ

エ
ス

ト
ニ

ア
ス

ペ
イ

ン
ハ

ン
ガ

リ
ー

ポ
ー

ラ
ン

ド
フ

ラ
ン

ス
イ

タ
リ

ア
フ

ィ
ン

ラ
ン

ド
英

国
ル

ク
セ

ン
ブ

ル
ク

オ
ー

ス
ト

リ
ア

ベ
ル

ギ
ー

ド
イ

ツ
オ

ラ
ン

ダ
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

平
均

南
ア

フ
リ

カ
日

本
米

国
カ

ナ
ダ

韓
国

 (2
0

0
4年

)
メ

キ
シ

コ
 (2

0
0

2)
 

中
国

 (2
0

10
)

イ
ン

ド
 (1

9
9

9
年

)

世
帯

内
の

介
護

・
育

児
に

費
や

す
１

人
当

た
り

の
平

均
年

間
時

間

全年齢層 65歳以上

 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

2000 2018 2035年予測

全
人

口
に

占
め

る
50

歳
以

上
の

人
口

の
割

合
 ( ％

）

0% 
10% 
20% 
30% 
40% 
50% 
60% 
70% 
80% 
90% 

ト
ル

コ
南

ア
フ

リ
カ

ギ
リ

シ
ャ

イ
ン

ド
ク

ロ
ア

チ
ア

ブ
ラ

ジ
ル

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

ク
ル

ー
マ

ニ
ア

ポ
ー

ラ
ン

ド
マ

ル
タ

ス
ペ

イ
ン

ス
ロ

ベ
ニ

ア
イ

タ
リ

ア
ベ

ル
ギ

ー
ロ

シ
ア

連
邦

メ
キ

シ
コ

フ
ラ

ン
ス

ス
ロ

バ
キ

ア
共

和
国

ハ
ン

ガ
リ

ー
中

国
 (2

0
10

)
オ

ー
ス

ト
リ

ア
ア

イ
ル

ラ
ン

ド
キ

プ
ロ

ス
EU

28
ポ

ル
ト

ガ
ル

ブ
ル

ガ
リ

ア
米

国
カ

ナ
ダ

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
ラ

ト
ビ

ア
韓

国
英

国
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
フ

ィ
ン

ラ
ン

ド
オ

ラ
ン

ダ
リ

ト
ア

ニ
ア

エ
ス

ト
ニ

ア
チ

ェ
コ

共
和

国
デ

ン
マ

ー
ク

ド
イ

ツ
日

本
ス

ウ
ェ

ー
デ

ン

50~64歳の就業率(2018年)

 

0 

2000 

4000 

6000 

8000 

10000 

12000 

ポ
ル

ト
ガ

ル
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

フ
ィ

ン
ラ

ン
ド

カ
ナ

ダ
ス

ペ
イ

ン

ベ
ル

ギ
ー

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

イ
タ

リ
ア

英
国

フ
ラ

ン
ス

ド
イ

ツ
ト

ル
コ

日
本

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
韓

国
カ

ナ
ダ

ブ
ラ

ジ
ル

ド
イ

ツ
米

国
日

本

G
20

諸
国

家
計

支
出

/
G

D
P

、
10

億
米

ド
ル

50歳以上の総消費 GDP

サウジアラビア
インド

インドネシア

メキシコ
トルコ

ブラジル

アルゼンチン G20

ロシア
米国

韓国
カナダ 日本

イタリア
ドイツ

EU28

フランス
英国中国

オーストラリア

南アフリカ

日
本

、
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

、
カ

ナ
ダ

、
ブ

ラ
ジ

ル

高齢層の消費は増えており、消費市場に占める割合も拡大しています。

• 2015年には、日本経済の1000円当たり600円超が高齢層の世帯（世
帯主が50歳以上）により消費されました。これはGDPの21％に相当
します。

• 住宅・光熱費、健康・交通、娯楽・文化、家庭用品やサービスなど、主要な
分野で高齢層が消費支出の主流となるにつれて、G20諸国の市場は、そうし
た年齢層の嗜好を強く反映する形で展開していくでしょう。
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G20諸国における50歳以上の家計総消費額（2015年）
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高齢者の無償での貢献がコミュニティを強化し、公式経済を支える一助
となっています。

• ボランティア活動、インフォーマルな介護、孫の育児など無償の貢
献によって、高齢者はコミュニティに多大な価値をもたらしていま
す。

• 日本では、65歳以上の人々がボランティア活動や家族の介護・育児
に費やす時間は、他の年齢層に比べて平均で年間12時間多い状況で
す。

• これを数値化すると、日本では50歳以上の人々による無償の貢献が
GDPの１％に相当し、日本の教育支出の3分の1近い額となります。
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これを数値化すると、日本では50歳以上の人々による無償の貢献がGDPの１％に
相当し、日本の教育支出の3分の1近い額となります。
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しかし、包摂的ではない商品やサービスといった回避可能な障壁によ
り、また何よりも健康問題により、多くの人々が労働や消費、ボランテ
ィア活動、育児・介護から遠ざけられています。

G20諸国の比較：

• G20諸国では、健康への投資が大きい国ほど、高齢者がより多く働
き、より多く消費し、より多くボランティア活動を行っています。

• 高齢者のインフルエンザ予防接種率が高いG20諸国では、65～69歳
の就業率が高く、また60歳以上の年齢層の消費率も高くなっていま
す。

• G20諸国を通じて、疾病予防への支出をわずか0.1パーセントポイン
ト増加するだけで、60歳以上の年齢層の消費支出が年間9％上昇す
るほか、65歳以上の一人当たりのボランティア活動時間が10時間増
えることにもつながります。
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G20諸国を通じて、疾病予防への支出をわずか0.1パーセントポイント
増加するだけで、60歳以上の年齢層の消費支出が年間9％上昇するほ
か、65歳以上の一人当たりのボランティア活動時間が10時間増えること
にもつながります。

• 高齢労働者に向けたインセンティブの強化

• 高齢労働者への就職や研修の十分な機会の確保

• 労働者のキャリアを通じたよりよい職の選択肢の推進

新型コロナ感染症は、健康をさらに重視し高齢者への支援を強化するま
たとない機会を社会にもたらしました。新型コロナ感染症による惨状
は、経済がいかに健康と深くかかわっているか、疾病予防への投資の不
足がいかに大きな危険をもたらすかを教えてくれました。こうした学び
を生かして、長寿の恩恵を得られる明日を築くために、今日からその投
資をしていきましょう。
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今こそ「高齢化社会ニューディール」への取り組みを

1. 健康に投資し、その経済価値を認識する

• 保健衛生予算のうち、少なくとも6％を疾病予防に投じる（カ
ナダではすでに実現しているが、現状ではほとんどの国が目標
にはほど遠い）。

• 健康の不平等に取り組む：不利な立場にあるグループのニーズ
に応えるカスタムメイドの健康対策を実施し、あらゆる年齢層
の不利な立場にある人への健康支出を優先して行う。

• 健康とインクルージョン（包摂）を織り込んだ基準（例：包括
的発展指標）を用いて、GDPの補完を目指す。

2. 高齢化し変わりゆく世界における労働を支援する

• 高齢者を雇用する上で障壁を減らすよう、雇用者にインセンテ
ィブを与える。

• 規制面の障壁（一律定年制など）を排し、フレキシブルな任務
において長期間働けるよう、奨励および支援を行う。

• 生涯学習に投資する。

3.消費者として増大する高齢者の力を活用するための機会を開く

• 医療や介護の経済的な価値を認識し、同分野の経済を支援す
る。

• 高齢者にサービスを提供するビジネスを支援する。

• 地域コミュニティにおける支出の障壁を下げる。

4. 無償の貢献を認識し支援する

• 家庭内で介護を行う人々（インフォーマルケアラー）や、育児
に関わる祖父母を支援する。

• あらゆる年齢層のボランティア活動を可能にし、奨励する。
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本概略報告書は、Sanofi からの資金援助を得て作成されました。

参考文献はフルバージョン報告書 “Health equals wealth: The global 
longevity dividend”:  https://ilcuk.org.uk/healthequalswealth で御覧いた
だけます。

 “Health equals wealth: The global longevity dividend report” は、Sanofi 
and Legal & Generalの支援を得て、ILCが独自に作成した報告書です。

https://ilcuk.org.uk/healthequalswealth
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ILCについて

英国国際長寿センター（The International Longevity Centre UK = ILC）
は、高齢化や長寿の社会的影響を考察する英国の専門シンクタンク
です。ILCは、長寿に関する国際ネットワークである国際長寿センタ
ー・グローバル・アライアンス（ILC-GA）創設メンバーの一員とし
て、1997年に設立されました。私たちは、人口構造の変化、高齢化、
長寿について、独自の比類ない知見を有しています。こうした知見を駆
使して、高齢化の社会的影響に焦点をあて、専門家、政策立案者および
実務者などと協力しながら、年齢にかかわらず誰もが幸せに生きること
ができる社会をめざして、対話を進め、解決策を追求しています。
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